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3.母子保健事業の充実

社会的な潮流と課題

核家族化※1や地域との人間関係の希薄化などに
より、地域で孤立する家族が増加し、育児不安を持
つ妊産婦が増えています。さらに、晩婚化や高齢出
産の増加に伴い、不妊・不育症治療を受ける夫婦も
増加しています。
将来を担う次世代の健康を支えるため、妊婦や子ど

もの心身の健康づくりを推進していく必要があります。

解決に向けた町の取り組み

安心して子どもを産み育て、子どもが健やかに
成長できるよう、乳児家庭全戸訪問や妊婦及び乳
幼児の健康診査・教室・相談・予防接種事業に取
り組んでいます。
個々の抱える問題が多様化するなか、育児不安
やストレスの軽減や虐待の防止を図るためには、切
れ目ない細やかな支援が必要となってきています。

基本方針

	⁃ 安心して子どもを産み、育てることのできる
環境・体制の整備に努めます。

	⁃ 母子保健事業を充実するとともに、関係機関
との連携を強化し、虐待の早期発見、早期対
応に努めます。

	⁃ 子どもを望む夫婦の経済的負担の軽減に努め
ます。

施策の基本方向

（1）	妊娠から出産、子育てまでの切れ目ない支
援体制の構築

（2）	妊娠・出産・育児期におけるライフステージ
に応じた事業の充実

（3）	成長段階に応じた相談、支援体制の整備
（4）	不妊・不育症治療費の助成

主要事業

	▼ 子育て世代包括支援センター運営事業

	▼ 妊娠・出産包括支援事業（産前・産後サポート
事業、産後ケア事業）

	▼ 乳児家庭全戸訪問事業

	▼ 乳幼児健診の受診率向上事業

	▼ 配慮が必要な子ども及び配慮が必要な子育て家
庭への切れ目ない支援事業

	▼ 不妊・不育症治療費助成事業

	▼ 感染症対策に対応した保健指導や相談体制の整備

協働の視点

妊婦健診及び乳幼児健診を忘れずに受けましょう。
予防接種を積極的に受け、病気を予防しましょう。
困った時や悩み事がある時は関係機関に相談しま
しょう。

めざす目標

乳幼児健診の受診率

現状数値（令和2年度）	
・・・・・・・・・ 1歳6か月児健診	 97.8%
	
目標数値（令和8年度）	
・・・・・・・・・ 1歳6か月児健診	 100%

むし歯のある子どもの割合

現状数値（令和２年度）	
・・・・・・・・・・・・・・・ 3歳	 12.1％
	
目標数値（令和8年度）	
・・・・・・・・・・・・・・・ 3歳	 10.0%子育てほっとサロン

キュンキュン体操（函南運動公園）

ニューファミリーセミナー　沐浴実習

保育園ブラッシング教室

夏休みこども料理教室

※ 1 核家族化：夫婦とその未婚の子どもからなる家族のこと。
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医療

1.地域医療体制の充実

社会的な潮流と課題

高齢化が進むなか、増加する医療・介護需要に
対応していくために、医療・介護が相互に連携す
ることが重要です。
医療ニーズの多様化への対応として、病状に応
じて適切な医療が受けられる病床機能の分化・連
携の推進や急性期の医療から在宅医療・介護まで
の一連のサービスを地域で切れ目なく確保するこ
とが必要とされています。

解決に向けた町の取り組み

今後増加が予想される在宅医療において、一人
ひとりのライフステージに応じた医療が提供され
るよう、訪問診療や訪問歯科診療、訪問看護、在
宅訪問薬剤管理指導など医師会・歯科医師会・薬
剤師会等との連携が求められています。
救急医療体制に対する安心感を醸成するため、
引き続き、体制の強化を図る必要があります。

基本方針

	⁃ 夜間・休日でも救急を要する患者の生命を守
るため、救急医療体制の確保・充実を図ります。

	⁃ 訪問診療等在宅医療は、夜間も含めた診療体
制の充実を図るとともに保健、福祉、介護等
多職種との連携を推進します。

	⁃ かかりつけ医の推進、適切な受療行動等町民
の意識啓発に努めます。

施策の基本方向

（1）	医療機関の充実
（2）	医療体制の強化
（3）	地域医療機関・関係機関との連携

主要事業
	▼ 地域医療機関との連携の強化

	▼ 在宅医療・介護の連携体制の充実

	▼ 救急医療体制の整備促進

協働の視点

かかりつけ医やかかりつけ薬局を持ちましょう。
症状にあった医療機関を受診しましょう。

めざす目標

地域医療体制の満足度

現状数値（令和3年度）・ ・・・ 46.5％
目標数値（令和8年度）・ ・・・ 50.0%

2.医療保険制度の適正化

社会的な潮流と課題

国民健康保険（以下、国保）は、後期高齢者医
療制度への移行や被用者保険の適用基準が変更に
なったこともあり、加入者が減少傾向にあります。
加入割合も低所得者や 65歳以上75歳未満の
前期高齢者が高い実態にあります。
新たに抗がん剤等の高額薬剤が保険適用とな
り、医療費の増加が見込まれます。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大による受
診控え等によって、病気の発見の遅れや重症化に
伴う医療費の増加が懸念されます。

解決に向けた町の取り組み

町では、高齢化が進むなか、いかに医療費を抑
制していくかが課題となっています。
そのためには、特定健診の受診率を上げ、特定
保健指導につなげて生活改善へと導いていく保健
予防活動の充実を図る必要があります。
国保制度が広域化されるなか、どのように課税
し収納率をあげていくかが課題となります。

基本方針

	⁃ 国保の適正な運営に努めます。

	⁃ 町民一人ひとりが、自分の健康は自分で守る
という意識を持つよう、啓発していきます。

	⁃ 特定健診・特定保健指導の受診機会を増やし、
受診率の向上を図ります。

施策の基本方向

（1）	医療費の適正化に向けた施策の充実
（2）	特定健診を受けやすい環境整備
（3）	庁内関係各課が連携した町民の健康のため

の体制強化

主要事業

	▼ 特定健診・特定保健指導の受診率向上のための
取り組み

	▼ 医療費の適正化への取り組み

協働の視点

日ごろから定期的に健康診断を受診し、必要に応
じて保健指導を受けましょう。
医療費の増加につながる頻回多受診を避け、適切
な受診を心がけましょう。

かかりつけ薬局（薬剤師）を持ち、適正な服薬に
努めましょう。

めざす目標

特定健診の受診率

現状数値（令和元年度）・・・・34.54%
目標数値（令和８年度）・・・・ 60.0%

特定保健指導の実施率

現状数値（令和元年度）・・・・29.50%
目標数値（令和８年度）・・・・ 60.0%
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福祉

1.地域福祉の推進

社会的な潮流と課題

家族や近所の人間関係の希薄化により孤立化が
進み、ひきこもり、8050問題※1等、地域住民が
抱える生活課題は複雑化しています。また、新型
コロナウイルス感染症の影響による生活困窮者の
増加は深刻な問題となっており、「あらゆる場所
のあらゆる形態の貧困を終わらせる」ことはＳＤ
Ｇｓの理念の１つにもなっています。
しかし、従来の支援体制では多様なニーズへの
対応が困難になっており、地域福祉として介護、
障害、子ども・子育て及び生活困窮の福祉分野に
関わらず包括的な相談支援体制を整備すること
と、住民主体の支え合いのまちづくりの視点が重
要です。

解決に向けた町の取り組み

町では令和元年度策定した第４期函南町地域福
祉計画に基づき、誰ひとり孤立することがないよ
う、地域住民や多機関と協働しアウトリーチ※2 に
よる包括的な相談支援や伴走型※3 の自立支援の
体制の構築に取り組みます。

基本方針

	⁃ 住み慣れた地域で支え合って、誰もが安心し
て暮らすことができる地域共生社会の実現に
努めます。

施策の基本方向

（1）	福祉意識の啓発
（2）	地域福祉活動の育成
（3）	福祉サービスの提供体制の充実
（4）	身近な相談支援体制の構築
（5）	孤立を予防するコミュニティの強化
（6）	高齢者・障害者の社会参加支援
（7）	精神保健福祉の向上
（8）	生活困窮者の自立支援

主要事業

	▼ 生活困窮者対策事業

	▼ 自殺防止対策事業

	▼ ゲートキーパー※4養成講座の開催

	▼ 誰でも参加できる居場所づくり

	▼ ボランティア養成事業

	▼ 重層的支援体制整備事業

	▼ 安心見守りネットワーク事業

	▼ 成年後見制度利用促進事業

協働の視点

民間・NPO・民生児童委員等の団体とともに、
交流の場や見守り活動に参加しましょう。
社会福祉協議会との協働によるボランティア養
成・交流促進のためのイベントや勉強会に積極的
に参加しましょう。

めざす目標

ボランティア登録者数

現状数値（令和2年度）・ ・・・・ 296人
目標数値（令和８年度）・・・・・ 450人

ゲートキーパー養成講座参加者数

現状数値（令和2年度）・ ・・・・ 94人
目標数値（令和８年度）・・・・・ 250人

運転ボランティア講習会 介護予防ボランティアの活動

地域の支えあい勉強会ゲートキーパー養成講座
※ 1 8050 問題：長年引きこもる子どもとそれを支える親などの論点から、2010 年代以降の日本に発生している高年齢者の引き

こもりに関する社会問題。
※ 2 アウトリーチ：「外に手を伸ばす」ことを意味し、「支援が必要であるにもかかわらず届いていない人に対し、行政や支援機関

などが積極的に働きかけて情報・支援を届けるプロセス」のこと。
※ 3 伴走型：社会復帰や生活再建を目指す人に対して、支援者が一対一で支援を行うこと。

※ 4 ゲートキーパー：自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支
援につなげ、見守る）を図ることができる人のこと。
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2.高齢者福祉の充実

社会的な潮流と課題

我が国の人口構造上最も多い団塊の世代※1 が
75歳以上になると、国民の医療や介護の需要が
一層増加することが見込まれています。
また、高齢者単身世帯も増加傾向にあり、「孤
独死」と考えられる事例も多数発生しています。
認知症の人の増加に伴い、行方不明者や高齢者虐
待の相談も増えています。令和３年度の介護保険
法改正により、高齢者虐待の予防対策が事業所に
も求められることとなり、高齢者の尊厳と権利を
守るため地域の見守りの強化が期待されていま
す。重度な要介護状態となっても住み慣れた地域
で自分らしい暮らしを最期まで続けることができ
るよう、地域住民と企業や行政が協力し、住まい・
医療・介護・予防・生活支援を一体的に提供する
地域包括ケアシステム※2 のさらなる推進が求め
られています。
高齢期になると、定年退職や子どもの独立、家
族の死去等様々な転機があり、多くの悲しみや寂
しさを体験します。また、健康状態の悪化や経済
的困難の理由で人とのつながりを持つ機会が少な
くなるなどの課題が見受けられます。

解決に向けた町の取り組み

高齢者福祉には、高齢者の日常生活を地域で見
守り、助け合う「地域の支え合い活動」が重要です。
町では、令和２年度に「第９次高齢者保健福祉
計画・第８期介護保険事業計画」を策定しました。
高齢者の社会参加を促し地域ぐるみの健康長寿を
推進します。また、認知症になっても介護が必要
な状態になっても、安心して、自分らしく暮らし
続けることができるよう成年後見制度の利用を促
進し、地域の課題解決のため、地域住民、企業、
行政等が協働で取り組みます。また、希望する場
所で安心して最期を迎えることができるよう医療
と介護の連携を強化し人生会議の普及啓発を行い
ます。
また、介護保険料の負担抑制のため、介護認定、
介護保険の給付の適正化に取り組んでいます。
今後、自助・互助を強化し地域で支え合うため
の取り組みが求められています。
町内の介護サービス事業所が法令を遵守し、介
護や支援が必要な町民に対して自立を促進する質
の高いサービスを提供できるよう支援していく必
要があります。
敬老会は、町主催から自治会主体へ変更となり、
各区の敬老会の運営を補助しています。高齢者が
主体的に活き活きと暮らせるように、人とのつな
がりを持つことのできる、人に優しいまちを創造
する役割が町に求められています。

基本方針

	⁃ 行政と医療機関、事業所が連携した在宅医療・
介護連携の推進を図ります。

	⁃ 地域住民、団体、企業が協働し認知症になっ
ても尊厳と権利が守られ、安心して暮らせる
環境を整備します。

	⁃ 社会福祉協議会・生活支援コーディネーター
を中心に地域ぐるみで生活支援サービスを担
う仕組みづくりを行います。

	⁃ 高齢者の人財活用により、社会参加を促進し
ます。

	⁃ 介護サービス事業者に、法令遵守、給付の適
正を促し、介護サービス等の質の向上を図り
ます。

	⁃ 高齢者世代を含めたすべての世代で、各組織・
行政が協力し、人とのつながりを育てていく
ことを意識して、人に優しいまちづくりを推
進していきます。

施策の基本方向

（1）	介護ボランティア・生活支援ボランティア
活動の支援

（2）	生涯学習の推進
（3）	外出・生きがい活動拠点の確保
（4）	高齢者の就業支援
（5）	地域包括支援センターの機能充実
（6）	高齢者虐待の予防と権利擁護の推進
（7）	地域包括ケアシステムの構築
（8）	介護サービス等の質の向上
（9）	人とのつながりを育て、人に優しいまちづ

くりの推進

主要事業

	▼ 介護保険サービス給付の適正化事業

	▼ 認知症対策総合支援事業

	▼ 在宅医療介護連携推進事業

	▼ 介護予防・日常生活支援総合事業

	▼ 生活支援体制整備事業

	▼ 成年後見制度利用促進事業

	▼ 高齢者運転免許証自主返納支援事業

協働の視点

地域の支え合い活動に積極的に参加しましょう。
地域ぐるみで介護予防に取り組みましょう。

めざす目標

地域の生活支援サポーターの数※

現状数値（令和2年度）・ ・・・・ 58人
目標数値（令和８年度）・・・・・ 70人

※	介護予防ボランティア・生活支援ボランティアの数

外出・生きがい活動拠点（高齢者の居場所）の数

現状数値（令和2年度）・ ・・・ 33箇所
目標数値（令和８年度）・・・・ 45箇所

介護予防講習会

高齢者の居場所づくり（ときどきファーム）

※ 1 団塊の世代：昭和 22年（1947）から昭和 24年（1949）ごろの第 1次ベビーブーム時代に生まれた世代。他世代に比較し
て人数が多いところからいう。

※ 2 地域包括ケアシステム：要介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい生活を最後まで続けることができるように地域
内で助け合う体制のこと。
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4.障害者福祉の推進

社会的な潮流と課題

障害者の高齢化による親なき後の支援や新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大等の影響による自
殺の増加が懸念されます。個々の障害状況や生活
背景を把握し、障害があっても住み慣れた地域の
なかで自立と社会参加ができるよう体制を整備す
る必要があります。
また、「障害を理由とする差別の解消の推進に
関する法律」が令和３年度に改正され、民間企業
にも合理的配慮の提供が求められることとなりま
した。

解決に向けた町の取り組み

町では、令和２年度に策定した「第６期障害福祉
計画・第２期障害児福祉計画」に基づき、障害福
祉サービスの提供体制の確保と地域共生社会におけ
る障害のある人の自立と社会参加を支援します。さら
に障害者の重度化や高齢化を見据えて、緊急時の
迅速・確実な相談支援、居住支援等に対応する「地
域生活支援拠点」を整備し、障害者の生活を地域
全体で支える体制の強化に取り組みます。
また、法制度の隙間に落ちやすい発達障害児（者）
の支援をはじめ、一人ひとりの多様性のある課題に
対応できるサービスを提供します。

基本方針

	⁃ 障害のある人もない人も支え合って、住み慣
れた地域で自分らしく生きがいを持って健や
かに暮らせる地域共生社会の実現に努めます。

	⁃ 障害のある人が地域で安心して暮らせるよう
に、専門的な相談に対応できる相談支援事業
所の育成支援を行います。

施策の基本方向

（1）	障害のある人の意思決定の支援
（2）	社会参加への促進
（3）	地域生活への移行や就労支援の充実
（4）	障害者交流の推進
（5）	障害者差別解消の推進
（6）	地域生活支援拠点コーディネーターによる

個々のニーズや地域課題に対応した支援体
制の強化

（7）	障害児の健やかな成長のための切れ目のな
い支援体制の構築

主要事業

	▼ 相談支援体制の強化と充実

	▼ 地域の課題解決を行い施策につなげる障害者自
立支援協議会の運営

	▼ 障害者就労支援施設への受注機会拡大に対する
支援

	▼ 障害者差別解消法の普及啓発

協働の視点

障害福祉施設や家族会等と連携し、障害のある方
と集える交流会へ積極的に参加しましょう。

めざす目標

児童発達支援サービス、放課後等デイサービスの
支給決定者数

現状数値（令和2年度）・ ・・・・ 95人
目標数値（令和８年度）・・・・・ 120人

就労（移行・継続・定着）支援の利用者数の増加

現状数値（令和2年度）・ ・・・・ 136人
目標数値（令和８年度）・・・ 168人以上

3.児童福祉の充実

社会的な潮流と課題

児童福祉は、児童の健やかな発育と発達を支援
するための様々な取り組みを目指します。
障害児、孤児、ひとり親家庭等の児童に対する
支援とともに、経済的に厳しい状況に置かれたひ
とり親家庭や多子世帯が増加傾向にあり、子ども
の貧困対策が不可欠となっています。
また、児童相談所における相談内容として、児
童虐待に関する相談件数が全国的にも増加傾向に
あり、対応が求められています。

解決に向けた町の取り組み

町では、児童に対する経済的支援として、児童
手当やこども医療費補助制度等の経済的支援に取
り組んでいます。
さらに、子育てをするなかでの孤立感や悩み、
子育て支援を希望する未就学児童のいる家庭へ、
ボランティアが訪問し、協働での子育て支援、相
談・傾聴を実施するホームスタート事業の取り組
みや、子どもに対する虐待に悩む家庭へは、相談
員による訪問や、面談による相談、指導を実施し、
少子化が進むなか、親育てにも取り組み、児童の
健やかな発育と発達に対応します。

基本方針

	⁃ 子育て支援が届きにくい家庭の不安軽減につ
ながる取り組みを推進します。

	⁃ 各種相談は、関係機関や関係各課と連携し、
専門職同士も統一した見解で迅速に対応でき
る体制を整えます。

	⁃ 子育て支援団体やサークル活動に協力し、行
政では賄いきれない多様なニーズに柔軟に応
対していきます。

施策の基本方向

（1）	関係機関との連携強化と家庭児童相談と支
援体制の充実

（2）	ひとり親家庭等医療費助成制度等の経済的
支援の継続

（3）	函南町ホームスタート事業の普及
（4）	発達障害児等巡回相談の推進

主要事業

	▼ 児童虐待防止対策に関する講習会の開催

	▼ 児童虐待防止対策に関する関係機関との情報交
換等連携体制の強化

	▼ 子育てに困難を抱える家庭に対する家庭環境健
全化に対する支援

	▼ 心身の発達に対する就学前等からの早期支援
	▼ 子育てに伴う悩みへの対応と孤立化の防止

	▼ ひとり親世帯への経済支援事業

	▼ 生活困窮を抱える家庭に対する相談支援

	▼ 子育てに悩む世帯への訪問・傾聴及び家事・育
児の協働（ホームスタート事業）

	▼ 要保護児童への対応事業

協働の視点

民生児童委員を中心に、各地域及び各分野の各委
員やボランティアにより、見守りネットワークを
強化しましょう。
子育て世帯が抱える悩みや必要な支援を把握し、
その支援方法をコーディネートしていきます。

めざす目標

ホームスタート事業の年間支援件数

現状数値（令和2年度）・ ・・・・ 36件
目標数値（令和８年度）・・・・・ 40件

巡回相談による相談延べ件数

現状数値（令和2年度）・ ・・・・ 66件
目標数値（令和８年度）・・・・・ 90件


